
∪.D.C.る21.87る.1ト752:る24.042.7

エレベーターの而寸震性能の向上
ImprovementofEarthquake-PrOOfAbilitYOfElevators

昭和53年6月12日に発生した宮城県沖地震は,仙台市を中心に建物を含め多大の

被害をもたらした｡これに伴いエレベーターも,つり合おもりの脱レールをはじめ

として,従来にない多数の被害が全体として発生した｡また,東海大地震などの発

生が予想される昨今,ビルの縦の交通機関として重要な役割をもつエレベータ【の

耐震性向上を図ることが急務である｡

日立製作所では,貴重な被災経験をもとに,建物の地震応答を考慮したエレベ【

タ一系統のシミュレーション解析,強度及び動作状態の実験による検証を行ない,

オ'イドレールの耐震計算式,つり合おもりの中間ストッパなど,各部の耐震構造を

確立し耐震性能の改善を図るとともに,乗客の安全確保のための地震管制運転方式

を確立した｡

u 緒 言

昭和53年6月12日に発生した宮城県沖地震は,仙台市など

を直撃し(震度階5),建物を含め都市全ゴ或に多くの被害を

もたらしたことは記憶に新しい｡エレベーターも他の建築設

備と同様に,今までに経験した地震とは比較にならない多数

の被害が全体として発生した｡このような状況下で一方では,

新耐震設計法(案)を基礎とした政令改正の準備,大規模地震

対策特別措置法の成立,東海地震対策強化地i或の指定などの

地震対策が進められている｡エレベーターは,今やビルの縦

の交通機関として重要な社会的役割をもち､機能の向上とあ

いまって安全性の向上,とりわけ耐震性の向上を図ることが

急務になっている｡

このような背景のもとに,日立製作所では,貴重な被災経

験に対する分析,超高層ビル用エレベーターを中心とする耐

震･耐風研究,防災拠点向け耐震増エレベーターの開発1),更

に設置台数も多く被害の多く発生した中低層ビルに設置され

るエレベーターの耐震性向上のための研究を進めるとともに,

耐震基準を十分満足できる状況で運用を行なっている｡この

論文では,これまで進めてきたエレベーターの耐震性向_.L策

について概要を紹介する｡

凶 地震によるエレベーターの被害と教訓

我が国の地震によるエレベーターの被害は,北海道十勝沖

地震(昭和43年),八丈島地震(昭和47年),伊豆沖地震(昭和

49年)などの震度階4～5程度の地震によって発生している

が,被害件数も少なく,その程度も小規模なものであった｡

一方,アメリカでは,昭和46年にサンフエルナンド地震が発

生し,都市型地震としてロサンゼルス市を中心に耐震性の

低い多数のエレベーターが大きな被害2)(っり合おもりの脱レ

ールに関するものだけで1,261件)を受け,業界はもちろん,

社会的に大きな問題となった｡その後,カリフォルニア州(昭

和51年),ロサンゼルス市(昭和50年)で耐震に関する条例

が制定され,既設のエレベーターを含め,地震対策が実施さ

れつつある｡また,我が国でも,昭和47年9月に日本エレベ

ータ協会標準(JEAS)が定められ,これがその後のエレベー
ターの耐震設計指針となっている｡
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昭利53年,相次いで発生した伊豆大島近海地震,宮こ城沖地

震,宮城県沖地震はいずれも震度階5の強い地震で,特に仙

台市を直撃した宮城県沖地震は都市型地震として,人的･物

的に大きな被害をもたらした｡物的被害のうち,エレベータ

ーでも宮城県内の設置台数1,921台に対して365≠?が被害を受

け,そのうち,つり合おもりの脱レールが161台に発生し,

直接被害の約半数を占めた｡更に,高架水槽の破‡員などによ

る元王水又は浸水,

(45台)が目立った｡

たにもかかわらず,

しなかったことは,

コンクリートの損傷などによる間接被害

また,多数のつり合おもりが脱レールし

かごとの衝突などによる人身事故が発生

地霞と同時に発生した停電によるエレベ

一夕ーの運転不能が幸いしたともいえる｡このことは,エレ

ベーターの耐震性の向上を図る一方,地震時にはエレベータ

ーを停止させることが乗客の安全を守ることになることなど

多くの教訓を与えた｡

田 エレベーターの耐震設計に対する考え方

3.1 日本エレベータ協会標準(JEAS)

地震に対するエレベーターの安全性の確保を目的として,

日本エレベータ協会標準｢エレベーター防災対策標準+(JEAS-

A405A)3)が定められており,現在エレベーター業界共通の耐

震設計指針となっている｡主な地震対策として,

(1)かご側,つり合おもり側ガイドレール及びブラケット顆

は,0.3Gの水平方向加速度又は建物の応答加速度に対してた

わみと応力が規定値内で,かつガイドシューがガイドレ【ル

から抜け出さないこと｡

(2)巻上機,電動発電機,制御盤などの機械室設置品は,

0.5Gの水平垂直加速度又は建物の応答加速度に対して移動転

倒しないこと｡

(3)つr)合口ープ,ガバナロープ,移動ケーブルなどがレー

ルブラケット類に引っ掛からないように振れ止又は保護装置

を設けること｡

(4)地寅感知器連動による地震時エレベーター管制運転を実

施すること｡

を推奨するとしている｡
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表l エレベーター耐震設計の基本的な考え方 一般に知られてい

る震度階に対するエレベーター耐震設計の基本的な考え方を示す｡これに基づ

いて.地震加速度に対して建物,エレベーターの動的応答を考慮Lて.エレベ

ーターの耐震設計を行なう｡

気象庁

震度階
呼び名

相当する地動

加速度(Gaり
耐震設計の基本的な考え方

0

l

無感

微震

0～0.8

0.8､-2.5 事後点検の要なく,継続使用できるように

2

3

軽震

弱震

2.5～8.0

8.0へ-25

する｡

4 中 震 25～80

地震発生時

速やかに,

かごを停止

事後点検をするが,主要構造

讃うには被害を生じないように

する｡

｢建築基準法+の水平震度.又

は特に指定された建物の応答

加速度まではエレベーター磯

器に大きな被害はなく,乗客

に危害を与えないようにする｡

なお,それを超えた地震に対

しても乗客の被害が極力少な

くなるように配慮する｡

5 強 震 80､250

6

7

烈震

激震

250～-400

40(〕以上

させる｡

このほかにも,地震時のエレベータ"運転動作,地震!慈知

器の所要性能,地震後の処置について示してあるが,ここで

は説明を割愛する｡

3.2 耐震設計の基本的な考え方

地震時ではエレベー一夕ー自体のほかに,宮城県沖地衣にも

見られたように昇降路の才員傷や電源系統の故障など,予期で

きない事態の発生が考えられ,これらの情況からエレベータ

ーを早期に着床させ,まず乗客の安全を図ることが最優先と

される｡一方,今やビルの縦の交通機関としてなくてはなら

ない存在になったエレベータ【は,地震終了後,速やかに復

帰できることが必要であI),そグ)ために十分な耐震性をもつ

ものでなければならなし､｡また,設置される建物の耐震設計

との調和の_とにたっても考えなければならない｡

表1に一般に知られている気象庁震度ド皆に対するエレベー

ターの耐震設計の基本的な考え方を示す｡震度ド皆3以下の地

震では通常運転が可能であり,一般に強いといわれる岩度階

4以_t二の地震では,かごを最寄り階に停止させることにより

乗客の安全を閉るとともに,エレベータ【系統の機能を維持

し,地震終了後の復l口を容易にするというものである｡なお,

エレベーターを停止させる手段としては,後述する地震感知

器に`よる方法が合理的である｡

【l エレベーター系統の耐震性能

耐震設計は地震そのものの設定,地震に対する建物の挙動,

耐震性能の実証,また経済性との関係など一般に難しい問題

を含んでいるが,日立製作所では前章で述べた考え方,指針

をもとにエレベーターの耐震性の確認及び向上のための研究

を進めてきた｡すなわち,実際に各機器を加振して各部の強

度,動作状態を検証するとともに,エレベーターを建物を含

めた系として地震応答解析を行ない,改善の方向を定めた｡

以下にその概要を述べる｡

4.1 地震荷重

エレベーターの耐震計算は下記の地震荷重Pが作用したと

き各部の応力,変形が許容値内にあるように行なう｡

40

P=α×誓‥…‥‥ …･…･･･巾)

ここに α:地宗時の水iF加速度(設計加速度)

Ⅳ:機器の重量

G:重力の加速度

また,設計力‖速度αは次式で示される｡

α=α0×∬月×方ノ‥…･ ‥‥‥…=(2)
ここに

α0:建物への地震人力加速度

方β:機器の設置階での種物の他宗応答倍率

方J:機器の地震応答倍率

一般に静的耐震設計に基づく中低層ビルでは,方βの値が明

確ではないため,3.1に示す静的応答加速度による静的計算

を行なっている｡しかし,適切な耐震計算を行なうためには

地震時の建物･機器系の応答は動的に取り扱うべきである｡

二のための方i去として,各階J禾の応答スペクトルを用いる方

i去がある｡二れは,機暑旨を等価的に線形1自由度振動系とし

て建物のあるl嗜のJ末にモデル化して同定し,地衣が作用した

ときの応答最大値を1日向度振動系の固有周期ごとに計算し

たもので,図=二示すようにi成衰定数をパラメータとしてグ

ラフ化することにより,機器の固有周期と減衰定数とから設

計加速度を求めることができる｡現在,超高層ビルでは動的

耐震設計が行なわれており,これらのデータを人手できるが,

中低層ビルについては入手できない場合が多く,従来の地震

記蕃式から(2)式で方β=2～3と考えられている｡

4.2 ガイドレール関係の耐震性能

地震時のエレベーター被害中,

数はほぼその半数を占め,かつ,

故につながる可能性があるため,

震性を重視しなければならない｡

系をモデル化したシミュレーシ

つr)合おもりの脱レール作

かごとの徳突により人身事

ガイドレール関係は最も耐

今凶,建物とエレベーター

ン解析及び実機による加振

実験を行ない,ガ､イドレールの耐震設計法を確立した｡図2

に実験装置の概観を示す｡

4.2.1 ガイドレールに作用する地震荷重

つり合おもりを集中質量としてモデル化した解析結果及び

つI)合おもりの共振周波数での正弦波加振試験結果から,ガ

イドレールに作用する地震荷重をPとして二大式を得た｡

0
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対象階床の
最大加速度

0〟

ヽ

＼

地動最大

加速度け.

例:横器の固有周期丁=1.3秒

機器の減衰定数ん=0･02

機器の応答加速度α=800Gal≒0･8G

笠慧芸急芸芸妄‡さ=一苫捌8t

機器の減衰定数

ム=0.02

んニ0.05

0 11.3 2 3 4 5

横器の固有周期 71(s)

区= 加速度応答スペクトルの例 機器の固有周期及び減衰定数から,

その階じ設置される機器の地震応答加速度を求めることができる｡
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図2 カイドレール,つり合おもりの耐震実験 ガイドレールのレ

ールブラケット部を加1辰することにより,つり合おもりの地震応答特性を:求め
た｡

P=甲1×甲2×α×誓 ･(3)

ここに α:地震時の水平加速度(動的応答加速度)

lγ:つり合おもりの重量

また,甲1はつr)合おもりを集中質量として解析した場合の

最大荷重比率で,0.654)である｡一方,つり合おもりは,形

鋼で構成されたわく組みの中に板状のウエートが積層されて

いるため,地震による水平方向の加振二状態ではウェ【ト間の

すべり,わく組みの弾ノ性変形などが発生するためヮ1に相当す

る係数が小さくなることか実験により判明した｡図3にその

実験結果を示すが,等価質量係数ワ(=甲1×ヮ2)から(3)式での

動的係数甲2は0.6となる｡

なお,係数甲2はつり合おもりの構造によって変わるもので

あり,実験により求めることができる｡

ヰ.2.2 中間ストッパによる地震荷重の低減効果

地震時のつり合おもりの慣性力は,ガイド部を介してレー

ルに集中質量として作用し,レールの曲げ応力♂は,図4(a)

に示す3スパン4点支持はりの中央に荷重Pが作用したとき

‾最大となり,次式で与えられる｡

7f)J

40Z∫ ･(4)

ここに J:レールブラケットの間隔

Z∬:ガイドレ】ルの断面係数

ここで,Pは下部ガイドの荷重を考え,上部ガイド部の荷

重はレールブラケット部の近傍に位置するため無視できる｡

いま,図4(a)に示すようにつI)合おもりの縦枠の中間にス

トソパ(特許第890512号)を設けるとき,下部ガイド部の荷重

をPl,中間ス トソパ部の荷重をP2として伝達マトリックス法

(
ぎ
大
言
=
)
㌣
意
蟹
柵
秋
草
紳

つり合おもりを集中質量とした計算値

⊥⊥二
り王二0.65)

共振周波数による加振試験結果

1.1 1.2 1.3 1,4

加娠振幅(cm)

1.5

図3 つり合おもりの等価質量係数 っり合右もりは,り工…トのす

べり作用により集中質量とLて計算した値より小さい質量とLてレ】ルに作用

することが,加才辰試験の結果から判明Lた｡

により解く と,最大曲げ応力の発生する下部ガイド部の応プJ

♂は二大式で与えられる｡

∬･
7Pg

40Z∬
方･♂‥…･

‥……(5)

ニこで,∬は曲げ応力倍率で加振実験により次式を得た｡

∬=0.6-0.23ん(た-1)(ん-2)･‥…‥…‥…･‥=(6)

ここに,ん=与(図4(a)参照)で,図4(b)にんに対する方の
関係を示す｡丘はつり合おもりのサイズにより変化するが,

通常0.2<ん<0.7であるから∬<0.55となる｡すなわち,中

田Jストッパを設けることにより レールの曲げ応力を低減でき

る｡また,中間ス トソパを設けることによりガイドレールの耐

三悪強度を2倍にすることができることが分かり,これを標準構

造として適用し,(5)式に慣性力分散係数方=0.55を導入した｡

4.3 エレベーター機械室機器の耐震性能

建物のJ末に設置する機器の地志応答は,建物のJ末応答と機

器の振動特性との相互関係によって決まる｡一般に建物の振

動特性は,下層階では短周期成分を含む地動の周期特惟が顕

著に現われ,上層ド皆では建物固有の周期特性か卓越する｡エ

レベーターの機械室機器としては巻上寸幾,制御盤,′電動発電

機などがあるが,一般に建物の上部に設置されるため石堂物の

低二大の固有周期特性に関係してくる｡機器の固有振動数は,

ド方振構造のもので5Hz前後,その他のものは10Hz私り空であ

るから一般に長周期成分が卓越する高層ビルでは,加速度共

振の可能件は少ない｡一方,剛領+或にある中低層ビルでは,

上層階になるほど加速度の増幅率が高く,比較的短周期で応

答すると考えられ,加速度共振に対して十分注意しなければ

ならない｡そのため,設置ド皆の応答加速度をもとに耐三宝計算

を行ない,1Gの加速度に対して移動,転倒しないことを確認

し,必要な場合には振れ止などによる固定強化を行なってし､る｡

4.4 ロープなどの長尺懸垂物の耐震性能

エレベ【タ一系特有なものとして,巻上げロー70,つり合

口ープ,移動ケーブル(テールコード),ガバナロープ,フロ

アコントローラ用テープなどの長尺懸垂物が,かご,つり合

おもり,あるいは昇降路内につり下げられており,地震時に
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〟=ニ0.6-0.23右(克-1)(ふ-2)

通常の範囲

わく

′ヽ

ドレール

0,55

(慣性力分散係数)

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

中間ストノバの位置た(=子)
(b)

匡14 中間ストッパによる地震荷重の低減効果

(a)レールはレールブラケットを支持点とする3スパン4点支持はりとし,中央

に下部カイド部から荷重が加わるとLて評価する｡つり合おもりに中間ストッ

パを設けることにより,レールへの地震荷重を低減できる｡

(b)つり合右もりに中間ストッパを設けることにより,地震荷重の低減係数とL

て慣性力分散係数0.55を得た｡

これらが揺れ周囲の機器に接触して異常音を発生したり,引

っ掛かって破損することがある｡この解決手段として,建物

の揺れに対するロープ類の振動解析5)･6)及び加振実験を行ない,

振れ止などの保護装置を各部にj采用している｡

特に超高層ビルは,構造上柔構造であるため地震時だけで

なく強風時にも揺れやすくロープ類が共振,状態となる場合が

あり,これを本質的に防止することは困難であるが,振れ止

などの保護装置により被害を防止することができる｡図5に

巻上げロープの振れ止の一例(ロー70穴ダンパ,特許出囁中)

を示す｡図6(a)は,地震時にロープの振れによって発生する
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かご上下振動のシミュレーション結果で減速時に異常振動が

発生している｡ロープ穴ダンパを設置することにより,同図

(b)に示すように振動を防止でき,現在超高層ビルのエレベー

ターに採用している｡

また,超高層ビルは地震の主要動が終了した後も揺れが数

分間持続し,特にビルの一次固有周期(一般に4～5秒)が卓

越するため,加速度は小さいが変位による揺れが大きいとい

う特長がある｡図7は超高層ビルの変位記録をもとに,つり

合口ープ(図5参照)の変位をシミュレーション解析した結果

の一例を示すもので,地震発生2分12秒後にビルは最大変位

を示すが,つり合口ープは徐々に共振状態となり,減衰にも

時間がかかることを示している｡このような状態では,つり

合口ープは他の機器に絡まる危険性があり,各部に保護装置

を設けているが,かご,その他に接触して異常音が発生し,

乗客に恐怖感を与えることになる｡特に高速エレベーターで

は,後述する地震管制運転を採用することにより,安全性を

確保するとともに異常感を解消することに努めている｡

田 地震時のエレベーター管理

地震時には,乗客の安全確保及び地震終了後の機能維持の

面から,エレベーターを停止させるべきである｡このため,

ビルの管理者の判断によりエレベーターを停止させることに

なるが,一方,ビルに地震感知器を取r)付け,ビルの地震応

答加速度を検出してエレベーターを安全に着床させ停止する

ほうが合理的である｡これに対して,現在,ビルの構造によ

って40～80Galに設定した地震感知器をエレベーター機械室

(一般にビルの頂部付近が多い｡)に設置し,この検出によr)エ

機械室

巻上げローフ

かご

■■-･-

-

-
1

ロープ穴
ダンパ

つり合おもり

つり合口ープ

/イ

A

__+....____
l

0 0 0 0

0 0 0
l

l

A+ 櫛
平面図

図5 巻上げロープの振れ止(ロープ穴ダンパ) エレベーター機械

室のロープ穴郡に巻上げロープをはさんで設置するロープ割振装置の構造を示

す｡
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図6 ロープの地震時の糎れによって発生する異常振動の例 ロープ穴ダンパにより,地震時に発

生するエレベーターのかごの上下振動を防止することができる｡
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図7 つり合口ープの地震応答の例 超高層ビルの地震時の揺れに対するつり合口ープの変位応答のシ

ミュレーション結果を示す｡ビルの揺れに遅れてロープは共振状態となる｡

レベーターを最寄り階に停止させ,乗客の安全を確保すると

ともに,点検後復旧する方式が採用されている｡

一方,超高層ビルは柔構造であるため,剛構造である中低

層ビルに比べて加速度応答倍率は小さいが,前記のようにビ

ルの固有周期によるゆっくりした揺れ(変位)が数分間持続す

るため,ロープ類が共振二状態となり昇降路壁やかごなどに接触

して異常音を発生する｡特に超高速エレベーターで,.先般の

宮城県沖地震の際,乗客に異常な恐怖感を与えたことが体験

談として伝えられている｡そこで,これらの異常感を解消し,

ロープ類の振れ回りによる被害を防止するために,ビルの揺

れ(変位)が大きくなる前にエレベーターを減速徐行させ,ビ

ルの揺れが小さくなってから通常運転に復帰する方法が考え

られる｡図8にその運転動作の例を示す｡すなわち,設定値

.0

32.0

30Gal程度(宮城県沖地震時の都内超高層ビルの地震応答加速

度)の地震感知器により,停止階の離れているいわゆる急行

ゾーンを走行するエレベーターは,減速徐行して最寄r)階に

停止させ,その上位設定値の地震感知器が動作しなければ約

10分後に通常運転に復帰させるものである｡なお,急行ゾー

ンを走行中に上位設定値の地震感知器が動作した場合には,

エレベーターを非常停止させ,低速で最寄り階へ誘導し乗客

の安全を確保する｡

地震感知器の設定値は,表lに示す考え方に基づき震度階

4に相当するビルの地震応答をできるだけ早期に検出するた

め,その下限値である地動25Galを基準として定める｡一般

の中低層ビルでは,ビルの加速度応答倍率を考慮して80Gal

が採用されている｡すなわち,設定値はビルの地震応答から
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図8 高速エレベーターの地震時の運転動作例 超高層ビルに設置される高速エレベーターは,乗客

の恐怖感を解消するため,地震時は減速徐行運転により最寄り階へ停止させ,揺れが治まった後,復帰する方法

がよい｡

決定する必要があり,超高層ビルでは一般のビルより低い設

定値とすべきであり,また一方では来客の安全イ憂先の見地か

ら,震度階5(地動80～250Gal)に相当する高い設定値とすべ

きではない｡

地震終了後ではエレベータ【をできるだけ早く復帰させた

い｡しかし,地震感知器が動作する震度階4以上の地震では

不確定な要素が多く,機械室及び昇降路の機器を点検して運

転可能と判断した場合でも,手動(低速)運転で異常音の有無

などを点検し,更に昇降路き琵の脱落,き裂,固定部のゆるみ

などは二次災害につながるおそれがあるため十分な点検を要

する｡このために,専門技術者による的確な判断を必要とする｡

lヨ 結 盲

以上,エレベータ】の耐震設計に対する考え方について述

/ヾ,耐震研究の概要を中心に紹介した｡それらの内容をまと

めると,

(1)地震時のエレベーターの被害は,震度階5になると飛躍

的に増加し,特に直接人身事故につながる可能性のあるつり

合おもりの脱レールが大半を占める｡

(2)エレベーターの耐震件は,建物の地震応答と密]妾な関係

にあり,応答スペクトルなどの建物の地震応答解析データを

もとに合理的な耐震設計を行なう必要がある｡

(3)地震時には乗客の安全を図ることが第一であり,また地

震後の復旧を容易にするためにも,地震感知器による地震管

制運転が有効である｡

(4)つり合おもりの耐震構造として,中間ストッパが有効で

あり,耐震強度は2倍となる｡
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(5)ロ【プなどの長尺懸垂物は,特に超高層ビルの揺れと共

振する場合があI),振れ止,引っ掛かI)防止策を施すととも

に,高速エレベーターに対して減速徐行し乗客の恐怖感を解

消する地震管音別運転が有効である｡

日立製作所では,今後とも建物を含めたエレベーターの地

震応答解析を進めるとともに,20t水平･垂直加振振動台に

よる機器の耐震件の確認及び高さ15mの耐震壁によるガイ

ドレール関係の耐震性向上のための検証実験を計画中である｡

また,耐震施工,保守,復旧体制についても十分監理してい

く考えである｡

終わりに,エレベーターの耐姦研究に対して,懇切な御指

導,御協力をし､ただいた関係各位に対し,深く謝意を表わす

とともに,今後とも御指導,御協力を併せてお願いする次第

である｡
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